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人口・世帯数の推移・将来推計

人 口

世帯数

（資料）実績値：総務省「国勢調査」 （2008年（H20）人口は「人口推計」（総務省））
推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」［出生中位（死亡中位）推計］

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」 （平成30年推計）

実績値 推計値

（千世帯） （千人）

（年）

世帯数ピーク

（2023年と推計）

54,189千世帯

人口ピーク
（H20/2008年）

128,084千人

【人口・世帯数の推移及び将来推計】

〇 我が国の人口は平成20年（2008年）頃をピークに減少

〇 世帯数は2015年まで増加を続けているものの、2023年以降、世帯は減少に転じる（推計）
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単身世帯

夫婦のみの世帯

夫婦と子の世帯

ひとり親と子の世

帯

その他の一般世

帯

〇 2010年には単身世帯が最も多い類型（総世帯の１／３）となっており、今後も増加する見通し

〇 今後、夫婦と子の世帯が減少していく一方で、ひとり親と子世帯は増加する見通し

注：「その他の一般世帯」は、夫婦と両親、夫婦とひとり親、夫婦と子どもと親、夫婦と他の親族、夫婦と子どもと他の親族、夫婦と親と他の親族、兄弟姉妹のみからなる世帯や他に分類され
ない世帯を対象としている
出典：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成30年推計）

実績値 推計値

18,418
(34.5%)

14,342
(26.9%)

10,758
(20.2%)

4,770
(8.9%)

5,044
(9.5%)

（千世帯）

20,254
(37.9%)

13,118
(24.5%)

11,138
(20.8%)

5,141
(9.6%)

3,833
(7.2%)

世帯類型別世帯数の変化
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1948年 1958年 1963年 1968年 1973年 1978年 1983年 1988年 1993年 1998年 2003年 2008年 2013年 2018年

(S23年) (S33年) (S38年) (S43年) (S48年) (S53年) (S58年) (S63年) (H5年) (H10年) (H15年) (H20年) (H25年) (H30年)

住宅総数 1,391 1,793 2,109 2,559 3,106 3,545 3,861 4,201 4,588 5,025 5,389 5,759 6,063 6,241

総世帯 1,865 2,182 2,532 2,965 3,284 3,520 3,781 4,116 4,436 4,726 4,997 5,245 5,400

１世帯当たりの住宅数 0.96 0.97 1.01 1.05 1.08 1.10 1.11 1.11 1.13 1.14 1.15 1.16 1.16
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住宅ストック数と世帯数の推移

〇 住宅ストック数（約6,240万戸）は、総世帯（約5,400万世帯）に対し約16％多く、量的には充足 (2018年時点)

（注）世帯数には、親の家に同居する子供世帯と住宅以外の建物に居住（2018年＝約39万世帯）を含む。 出典：総務省「住宅・土地統計調査」

- - -

全国で住宅総数
が世帯総数を

上回る

全都道府県で
住宅総数が

世帯総数を上回る

（万戸・万世帯） （戸 / 世帯）
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空き家率

空き家の現状－推移と種類別内訳

○ 住宅・土地統計調査（総務省）によれば、空き家の総数は、この20年で約１.5倍（576万戸→849万
戸）に増加。

○ 空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」（462万戸）等を除いた、「その他の住
宅」（349万戸）がこの20年で約1.9倍に増加。

○ なお、「その他の住宅」（349万戸）のうち、「一戸建（木造）」（240万戸）が最も多い。

[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

【出典】：住宅・土地統計調査（総務省）

【空き家の種類別内訳】【空き家の種類別の空き家数の推移】

【出典】：平成30年住宅・土地統計調査（総務省）

空き家総数
8,488,600戸

(381,000)

394
448

576
659

757
820

849

（万戸）

その他の
住宅

41.1%
(3,487,200)

(4,327,200)

(293,200)

(2,398,900)

(119,600)

(165,300)

(118,600) (661,000)
(23,700)
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③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援

② 登録住宅の改修・入居への経済的支援

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない
賃貸住宅の登録制度

※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
（平成29年4月26日公布 10月25日施行）

賃
貸
人

保
証
会
社

要
配
慮
者

入居

都道府県等
登録 情報提供

要配慮者の入居を
拒まない住宅（登録住宅）

家賃・家賃債務
保証料の低廉化

・改修費補助
（立上り期に国の直接

補助あり）
・家賃低廉化補助
・改修費融資

（住宅金融支援機構）

・家賃債務
保証料補助

居住支援協議会

不動産関係団体
宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者、家主等

居住支援団体
居住支援法人

社会福祉法人、ＮＰＯ等

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）

居
住
支
援
法
人

入居
支援等

居住支援活動への補助

【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】
国と地方公共団体等
による支援

※受付・審査中の８，６７９戸を合わせて２０,３７４戸

【施行状況（R1/9/30時点）】

住宅確保要配慮者円滑入居
賃貸住宅の登録

１１，６９５戸※
（４６都道府県）

居住支援法人の指定 ２６０者
（４０都道府県）

居住支援協議会の設立 ９０協議会

家賃債務保証業者の登録 ６５者

供給促進計画の策定 ３２都道府県８市町

新たな住宅セーフティネット制度の枠組み
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新たな住宅セーフティネット制度の今後の課題、対応

○平成30年7月10日に省令を改正し、登録申請書の記載事項や
添付書類等を大幅に簡素化。

【省令改正前（平成３０年６月）】 【省令改正後（令和元年６月議会後）】

○登録を受け付ける都道府県の約６割が手数料を徴収してい
たが、①の省令改正による手続きの簡素化によりほとんどの
都道府県が平成30年度内に手数料の廃止または大幅な減額
（従来の1/10以下）を実施。

○セーフティネット住宅をWeb上で検索・閲覧・申請できるよ
うにするとともに、事業者による登録申請や地方公共団体にお
ける登録事務などを支援するための「セーフティネット住宅情
報提供システム」を提供。(平成29年10月20日より運用開
始）

○管理戸数の多い大家等向けに、一括データ（ＣＳＶデータ）を
活用することにより、システムへの複数住棟・住戸の一括入
力・申請を可能にするシステム改修を実施。

情報提供
システム

都
道
府
県
等

事業者

①セーフティネッ
ト住宅の登録
データの入力

②登録
申請

③登録手続
き

④セーフティ
ネット住宅の
検索・閲覧

要配慮者等

■登録に係る負担軽減のためのこれまでの取組等

②地方公共団体に対する手数料の無料化等の要請

①省令改正による登録に係る手続き等の改善 ③セーフティネット住宅情報提供システムの運用・改修

④地方公共団体の登録促進に資する先進的取組の横展開
○先進的な取組を進めている大阪府等の取組※を他の地方公共団

体に紹介。
※登録申請に係る申請支援の実施等 6

〇 セーフティネット住宅の登録戸数は、令和２年度末までに17.5万戸とする目標に対し、令和元年９月
末時点で11,695戸（受付・審査中を含めると20,374戸）。登録が進まない原因としては、「制度の周
知が不十分であること」、「賃貸人に登録の手間や手数料の負担があること」などがあったものと考
えられる。

〇 このため、説明会やセミナー等による制度の周知や居住支援活動の充実を図るとともに、登録に係る
負担軽減のための取組等を実施してきたところ。引き続き、制度普及のための取組を推進

都道府県

：3

：44手数料なし

手数料減額

政令市・中核市

：2

：1

：2

：73*

*H31.4に新たに中核市となった4市を含む

未定

廃止の方向で検討

手数料減額

手数料なし

23都道県16市が廃止
３県２市が大幅減額



空き家総数
約820万戸

賃貸用の
住宅

52.4%
(429万戸)

二次的
住宅

5.0%
(41万戸)

売却用の
住宅

3.8%
(31万戸)

その他の
住宅

38.8%
(318万戸)

※ 平成25年住宅・土地統計調査（総務省）、平成26年空家実態調査（国土交通省）に基づく国土交通省推計
※ 耐震性の有無については、国交省推計による建築時期別・建て方別の耐震割合をもとに算定を行った

318万戸
その他の住宅

[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

184万戸
耐震性がある住宅

103万戸
腐朽・破損がない住宅

48万戸
駅から1km以内の住宅

空き家の現状（賃貸用空き家・その他空き家）

429万戸
賃貸用の住宅

369万戸
耐震性がある住宅

265万戸
腐朽・破損がない住宅

137万戸
駅から1km以内の住宅
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リフォーム工事の年代別・居住期間別契約額

出典：平成29年度第15回住宅リフォーム実例調査報告書（一般社団法人住宅リフォーム推進協議会）

＜リフォーム工事の契約額（年代別）＞ ＜リフォーム工事の契約額（リフォームまでの居住期間別）＞

若者・子育て世帯に相当する30代・40代の世帯は
大規模なリフォーム工事を行う傾向がある

住宅取得前後と考えられる「居住期間0年」は
大規模なリフォーム工事を行う傾向がある

〇 住宅のリフォーム工事は、子育て世帯に相当する30代・40代の世帯や、住宅取得前後（居住期間０年）に実
施するものについて、大きな額となる傾向にある。

8



購入価格と平均世帯年収

〇 住宅の購入価格は増加傾向。

【参考】購入価格と年収倍率（２６
年度調査比）

中古マンション購入価格 +31.7%
（年収の3.32倍→3.94倍）

中古戸建住宅購入価格 +19.3%
（年収の4.00倍→4.19倍）

出典：国土交通省「平成30年度住宅市場動向調査」
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持家への住み替え改善意向のある世帯

10

〇 平成25年住生活総合調査によると、持家への住み替えにあたり、親と子（18歳未満の子）からなる世帯の３
割以上が「預貯金や返済能力の不足、またはその可能性がある」と回答。

出典：平成25年住生活総合調査



長期優良住宅化リフォーム推進事業

良質な住宅ストックの形成や、若者による既存住宅の取得環境の改善、子育てをしやすい環境の整備等を図るため、既存住宅

の長寿命化や省エネ化、三世代同居など複数世帯の同居の実現等に資するリフォームに対する支援を行う。

効 果

【対象事業】

以下の①～③を満たすリフォーム工事

①インスペクションを実施し、維持保全計画・履歴を作成すること

②工事後に耐震性と劣化対策が確保されること

③日常的に使用する居室等の部分が、省エネルギー性、バリアフリ

ー性等のいずれかの基準を満たすもの

※若者が既存住宅取得時に行うリフォームは適用要件を緩和

（①、②のみ適用）

【補助率】 １／３

【限度額】 １００万円／戸

○ 長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合 ２００万円／戸

さらに省エネ性能を向上させる場合 ２５０万円／戸

○ 三世代同居改修工事を併せて行う場合は、上記の限度額のほか、

５０万円／戸を上限として補助

○ 三世代同居の推進○ 良質な既存住宅ストックの
形成

○ 既存住宅流通・
リフォーム市場の活性化

事 業 概 要
○インスペクションの実施

○性能向上等

・耐震性 ・劣化対策 ・省エネルギー性 ・維持管理・更新の容易性
・バリアフリー性 ・可変性

○維持保全計画・履歴・長期修繕計画の作成

※ 三世代同居改修工事については、工事完了後に、
キッチン・浴室・トイレ・玄関のうちいずれか２つ以上が複数か所あることが要件

※ 良好なマンション管理対応工事については、①一定の要件を満たす長期修繕計画を作成すること、
②評価委員会により良好なマンション管理に寄与するものとして認められた工事であることが要件

○三世代同居改修

例）キッチンの増設

耐震性

例）軸組等の補強

劣化対策

例）床下防湿
・防蟻措置

省エネルギー性

例）外壁の断熱 三世代同居改修

例）管理の不用化
等に寄与する改修

良好なマンション
管理対応

○良好なマンション管理対応

○ 若者の住宅取得への
支援

令和元年度予算：45億円

赤字：R元年度拡充
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その他参考資料
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ＵＲにおけるミクストコミュニティ形成の促進と子育て支援等制度

二世代の近居支援 若年・子育て支援

概
要

高齢者・子育て等世帯が、親族と交流援助しながら
生活する近居を促進するため、

・近居割（H25.9～）
・近居割ワイド（H27.9～）

により、家賃減額を実施（ＵＲ賃貸住宅ストックの約
８割（約60万戸）で活用可能）

若年世帯・子育て世帯の入居を促進するため、
・地域優良賃貸住宅制度を活用した「子育て割」
・定期借家制度を活用した「そのママ割」や「Ｕ３５割」

により、家賃減額を実施

対
象

近居割 近居割ワイド 子育て割 そのママ割 Ｕ３５割

ＵＲ賃貸住宅に居住する親族
に近居するため、概ね2㎞圏
内のＵＲ賃貸住宅に新たに入
居する世帯

近居割ワイドエリア内のＵＲ賃
貸住宅又は民間住宅等に居
住する親族に近居するため、
近居割ワイドエリア内のＵＲ賃
貸住宅に新たに入居する世帯

子（18歳未満）を扶養して
いる世帯又は新婚世帯で、
低所得世帯※

※収入分位50%以下

子（18歳未満）を扶養して
いる世帯

契約者が35歳以下の世
帯

※同居人は配偶者、35
歳以下の親族に限る。

支
援
内
容

子育て世帯 or 高齢者世帯

近居割ワイド

近居割エリア
概ね半径2km圏内のUR
賃貸住宅が対象

近居割

近居割ワイドエリア
全国126カ所に指定された
エリア内のあらゆる住宅が対象

or

20％減額
最長9年間
（普通借家）

（最大2.5万円）

子育て割

地域優良賃貸住宅
（子育て型）

10～20％減額
3年間

（定期借家）

10～20％減額
3年間

（定期借家）

5％減額
5年間

5％減額
5年間

子育て世帯向け

そのママ割 Ｕ３５割

若年世帯向け子育て世帯向け

子育て層をＵＲ独自
で支援

子育て予備軍をUR独
自で支援

子育て支援の
柱となる制度
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「ニッポン一億総活躍プラン」、「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」等における地方創生等の推進に向け、「子育て支援」・
「ＵＩＪターン」・「コンパクトシティ形成」・「空き家対策」・「防災対策」の施策を実施している地方公共団体と住宅金融支援機構が
連携し、地方公共団体による財政的支援とあわせて、フラット３５の金利を引き下げることにより、子育て支援・地域活性化の推
進を図る。

フラット３５子育て支援型及び地域活性化型の概要

【地方公共団体と住宅金融支援機構の連携イメージ】

連携
補助金等の財政的な支援措置 住宅ローン（フラット35）の金利引下げ

地方公共団体 住宅金融支援機構

子育て支援型 （子育て支援）
～「希望出生率１．８」に向けた近居・同居等の実現～

【シニア世帯】 【子育て世帯】

近居・同居

地域活性化型 （ＵＩＪターン）
～潜在的希望者の地方移住・定着の実現～

【施策を実施する
地方公共団体の区域内】

ＵＩＪターン

＜施策イメージ＞

地域活性化型 （コンパクトシティ形成）
～コンパクトシティの実現～

【居住誘導区域内】 【居住誘導区域外】

住み替え

【施策を実施する
地方公共団体の区域外】

地域活性化型 （空き家対策）
～急増する空き家の活用の実現～

空き家の活用

【空き家バンクに登録
された住宅の取得】

地域活性化型 （防災対策）
～国土強靱化の理念を踏まえた防災対策の実践～

住み替え

【防災・減災対策が
講じられた住宅】

地域活性化型（地方移住支援）
～地方への移住の動きを加速～

【地方で就業・起業】

地方移住
“移住支援金”

【東京23区】

【フラット３５】の金利から
当初５年間 年▲0.25％

【フラット３５】の金利から
当初10年間 年▲0.3％

【主な要件】

・事業を実施する地方公共団体において、施策を推進するための計画・方針を定め、積極的に取組を実施していること

・地方公共団体において、住宅の建設・購入・改良（空き家対策の場合は空き家バンクに登録された住宅の改修又は取得）に対して、
一定の補助金等の財政支援を行うものであること
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地方公共団体と連携した事例（山梨県都留市）

都留市移住定住促進奨励金

都留市空き家バンク利活用事業補助金

連携

都留市と住宅金融支援機構が連携し、都留市による財政的支援とあわせて、【フラット３５】の金利を引下げることにより、
子育て世帯の住宅取得を支援している。

■都留市の概要

■都留市による財政的支援と【フラット３５】（子育て支援型）の連携

【フラット３５】の金利から当初５年間 年▲0.25％

【主な要件 】
・補助事業申請時点において、補助申請者が満45 歳以下

であること。
・補助事業申請時点において、補助申請者と同一の世帯に
属する中学３年生以下の子（胎児を含む。）があること 。

【主な要件】
・「親と子と孫」を基本とする三世代以上の直系親族が同居し、同

一世帯であること。
・補助事業申請時点において、補助申請者と同一の世帯に属す
る中学３年生以下の子（胎児を含む。）があること。

・住宅の床面積が70 ㎡ 以上であること 。

子育て支援型
（若年子育て）

子育て支援型
（同居）

個性ある山々や平成の名水百選にも選ばれた清らかな湧水溢れる自然環境の良さはもちろ
んのこと、新宿から東へ 90 キロメートル、電車で約 90分程度と首都圏へのアクセスも抜群な
今注目の“とかいなか”です。

八朔祭（ふるさと時代祭り）
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１ 制度の目的・概要

2019年10月の消費税率引上げに備え、良質な住宅ストックの形成に資する住宅投資の喚起を通じて、税率引上げ前後の需要変動の平準

化を図るため、税率10％で一定の性能を有する住宅を取得する者等に対して、様々な商品等と交換できるポイントを発行する。

２ ポイントの発行

発行ポイント数 ： １戸あたり上限35万ポイント

以下の①～④いずれかに適合する場合、１戸あたり30万ポイント

次世代住宅ポイント制度の概要

住宅の新築（貸家を除く） 住宅のリフォーム（貸家を含む）

「環境」、「安全・安心」、「健康長寿・高齢者対応」、「子育て支援、働き方改革」に資する住宅の新築・リフォームが対象。

発行ポイント数 ： １戸あたり上限30万ポイント
※ただし、若者・子育て世帯によるリフォームや一定の既存住宅の購入

に伴うリフォームの場合は上限を引上げ （別紙 【上限特例】 参照）

※ この他、既存住宅の購入に伴うリフォームの場合はポイントを加算。
（別紙 【算定特例】 参照）

３ ポイントの交換対象商品等 ４ ポイント発行申請の期間

「環境」、「安全・安心」、「健康長寿・高齢者対応」、「子育て支援、働き方改革」に資する商品 等 〇ポイント発行申請の期間：2019.6～2020.3

①エコ住宅 （断熱等級４又は一次エネ等級４を満たす住宅）

②長持ち住宅 （劣化対策等級３かつ維持管理対策等級２等を満たす住宅）

③耐震住宅 （耐震等級２を満たす住宅又は免震建築物）

④バリアフリー住宅（高齢者等配慮対策等級３を満たす住宅）

※2 上記に加え、より高い性能を有する住宅（長期優良住宅 等）の場合
には、ポイントを加算。（別紙 「Ⓑ 優良ポイント」 参照）

①窓・ドアの断熱改修
②外壁、屋根・天井又は床の断熱改修
③エコ住宅設備の設置
④耐震改修
⑤バリアフリー改修
⑥家事負担軽減に資する設備の設置
⑦若者・子育て世帯による既存住宅の購入に伴う一定規模以上のリ

フォーム工事 等

契約 引渡し

注文住宅（持家）・リフォーム ・2019.4～2020.3に請負契約・着工をしたもの（※）

・2019.10 以降に
引渡しをしたもの

分譲住宅 ・2018.12.21～2020.3に請負契約・着工し、かつ売買契約を締結したもの
・2018.12.20までに完成済みの新築住宅であって、2018.12.21～2019.12.20に売買契約を締結した

もの

※税率引上げ後の反動減を抑制する観点から、2018.12.21～2019.3に請負契約を締結するものであっても、着工が2019.10～2020.3となるものは特例的に対象とする

■対象とする住宅（契約等の期間）

※1 この他、家事負担軽減に資する設備の設置及び耐震性のない住宅
の建替について一定のポイントを付与。（別紙 「Ⓒ オプションポイント」 参照）

令和元年度予算：1,300億円

※ 若者世帯：40歳未満の世帯、 子育て世帯：18歳未満の子を有する世帯
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住宅の新築（貸家を除く） 住宅のリフォーム（貸家を含む）

発行ポイント数 ： １戸あたり上限30万ポイント

【上限特例①】 若者・子育て世帯がリフォームを行う場合、上限を45万ポイントに引上げ （既存
住宅の購入を伴う場合は、上限60万ポイントに引上げ）

【上限特例②】 若者・子育て世帯以外の世帯で、安心Ｒ住宅を購入しリフォームを行う場合、
上限を45万ポイントに引上げ

Ⓐ 標準ポイント

①エコ住宅 （断熱等級４又は一次エネ等
級４を満たす住宅）

②長持ち住宅 （劣化対策等級３かつ維持
管理対策等級２等を満たす住宅）

③耐震住宅 （耐震等級２を満たす住宅又
は免震建築物）

④バリアフリー住宅（高齢者等配慮対策
等級３を満たす住宅）

①～④いず
れかに適合
する場合、１
戸あたり30万
ポイント

Ⓑ 優良ポイント

①認定長期優良住宅

②低炭素認定住宅

③性能向上計画認定住宅

④ZEH

①～④いず
れかに適合
する場合、１
戸あたり5万
ポイント加算

Ⓒ オプションポイント

家
事
負
担
軽
減
設
備

ビルトイン食器洗機 1.8万ポイント

掃除しやすいレンジフード 0.9万ポイント

ビルトイン自動調理対応コンロ 1.2万ポイント

掃除しやすいトイレ 1.8万ポイント

浴室乾燥機 1.8万ポイント

宅配ボックス 1万ポイント

耐震性のない住宅の建替 15万ポイント

発行ポイント数 ： Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒの合計
１戸当たり上限35万ポイント

断熱改修（内外窓、ガラス) 0.2～2万ポイント×箇所数

断熱改修（ドア) 2.4, 2.8万ポイント×箇所数

断熱改修（外壁） 5, 10万ポイント

断熱改修（屋根・天井） 1.6, 3.2万ポイント

断熱改修（床） 3, 6万ポイント

エコ住宅設備（太陽熱利用システム、高断熱浴槽、高効
率給湯器）

2.4万ポイント

エコ住宅設備（節水型トイレ） 1.6万ポイント

エコ住宅設備（節湯水栓） 0.4万ポイント

耐震改修 15万ポイント

バリアフリー改修（手すり） 0.5万ポイント

バリアフリー改修（段差解消） 0.6万ポイント

バリアフリー改修（廊下幅等拡張） 2.8万ポイント

バリアフリー改修（ホームエレベーター設置） 15万ポイント

バリアフリー改修（衝撃緩和畳の設置） 1.7万ポイント

家事負担軽減設備（ビルトイン食器洗機、掃除しやすい
トイレ、浴室乾燥機）

1.8万ポイント

家事負担軽減設備（掃除しやすいレンジフード） 0.9万ポイント

家事負担軽減設備（ビルトイン自動調理対応コンロ） 1.2万ポイント

家事負担軽減設備（宅配ボックス） 1万ポイント

リフォーム瑕疵保険の加入、インスペクションの実施 0.7万ポイント

若者・子育て世帯による既存住宅の購入を伴う100万円
以上のリフォーム

10万ポイント

【算定特例】 既存住宅を購入しリフォームを行う場合、各リフォームのポイントを２倍カウント
（若者・子育て世帯による既存住宅の購入を伴う100万円以上のリフォームを除く）

次世代住宅ポイント制度の概要（発行ポイント） （別紙）
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次世代住宅ポイント制度／若者・子育て世帯支援策等について

○ ポイントの上限について
特例①：若者・子育て世帯がリフォームを行う場合、上限を30万ポイントから45万ポイントに引上げ。
特例②：特例①について、更に既存住宅の購入を伴うリフォームの場合は、上限を60万ポイントに引上げ。

○ ポイントの算定について
特例③：若者・子育て世帯が既存住宅を購入して100万円以上のリフォームを行う場合、工事内容にかかわ

らず10万ポイントを付与。
特例④：既存住宅を購入してリフォームを行う場合、各リフォーム項目に付与されたポイントを2倍カウント。

発行ポイントにおける特例措置

○ 家事負担軽減に資する設備として、以下の設備にポイントを付与（新築時及びリフォーム時）

・宅配ボックスの設置
・ビルトイン食器洗機
・ビルトイン自動調理対応コンロ
・掃除しやすいレンジフード
・浴室乾燥機
・掃除しやすいトイレ

家事負担軽減に資する設備設置に対する支援

ビルトイン食器洗機

家事の中でも多くの時間を要する洗
いものに係る負担を軽減

宅配ボックス

仕事や家事、育児に追われて、なか
なか時間通りに荷物を受け取れない

浴室乾燥機

日中不在にしがちな共働き世帯
が天気を気にせず洗濯ができる
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